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標題 

日本籍（外航船）条約証書の更新検査/審査後の有効

期限延長に関する取り扱いについて 
（2013 年 1 月 1 日適用開始） 

 

テクニカル 
インフォメーション 

    
  No. TEC-0942 
  発行日 2013 年 2 月 4 日 

各位 

2012 年 12 月 28 日公布、2013 年 1 月 1 日から施行される船舶検査関連法令の一部改正により、更

新検査/更新審査の完了後速やかに新たな証書の交付を受けることが困難である場合において、現

有証書に裏書きを行うことで有効期限を最大 5 ヶ月間延長する規定（証書省令第 5 条の 2 他）が取り

入れられました。 
この改正に関しまして、国土交通省海事局検査測度課より添付の通達（国海安第 146 号の 3/国海査

第 417 号の 3 平成 24 年 12 月 27 日）が発行されましたのでお知らせいたします。 
 
従前まで、更新検査/審査が実施される場合、検査/審査完了前に検査地を管轄する管海官庁へ必

要資料を提出し、出航までに証書の交付を受ける必要がありましたが、今次改正により、有効期限延

長の特例措置を受ける場合の条件のもと、所定の手続きに従って事前に届出を行うことにより、弊会

検査員/審査員が現有証書に裏書処理を実施し、現有証書の有効期限を 5 ヶ月間延長することが可

能となりました。 
 
詳細につきましては、添付通達「2.定期検査受検時の従前証書の効力延長措置関連」及び別添1の

書式「船舶検査証書等･海洋汚染等防止証書等･船舶保安証書の延長に係る事由届」をご参照くだ

さい。 
 
 
 
 

（次頁に続く） 
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なお、本件に関してご不明な点は、以下の部署にお問い合わせください。 
 
[LL、SOLAS、MARPOL 各証書について] 
一般財団法人 日本海事協会 （ClassNK） 
本部 情報センター 船級部 
住所: 千葉県千葉市緑区大野台 1-8-5／1-8-3（郵便番号 267-0056） 
Tel.: 043-294-5784 
Fax: 043-294-5449 / 5660 
E-mail: cld@classnk.or.jp 
 
[ISM、ISPS 証書について] 
本部 管理センター 安全管理システム部 
住所: 東京都千代田区紀尾井町 4-7（郵便番号 102-8567） 
Tel.: 03-5226-2173 
Fax: 03-5226-2174 
E-mail: smd@classnk.or.jp 

添付： 

1. 船舶安全法等の一部改正に伴う事務について（国海安第 146 号の 3/国海査第 417 号の 3 平

成 24 年 12 月 27 日） 
 



【別添】 

 

国海安第１４６号の３            

国海査第４１７号の３            

平成２４年１２月２７日 

 

別紙 あて 

 

海事局 安全基準課長   

 

検査測度課長   

 

 

船舶安全法等の一部改正に伴う事務について 

（関連：国海安第 144 号（平成 24 年 12 月 27 日）、国海安第 145 号（平成 24 年 12 月 27 日）） 

 

 平成２５年１月１日から施行される一部改正された船舶検査関連法令（船舶安全法、海洋汚

染等及び海上災害の防止に関する法律（海防法）及び国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の

確保等に関する法律（保安法）及び関係省令）に関連し、下記のとおりお知らせ致します。 

 

記 

 

１．船級協会入級船（船級船）に係る無線検査関連 

 

（１）船舶安全法に基づく無線検査 

施行日以降、船級船に係る船舶安全法第４条による無線設備の検査は、船級協会が実施

します。これに伴い、危険物船舶運送及び貯蔵規則第４５条の規定による防災等の措置が

不要である船舶については、船舶安全法第５条の規定による定期検査及び中間検査の受検

は不要となります。 

なお、従前、定期検査及び中間検査申請時に管海官庁に提出していた地方総合通信局発

行の「船舶局及び船舶地球局検査結果通知書」は、船級協会に提出して下さい。 

 

（２）貨物船安全無線証書 

施行日以降、船級船に係る貨物船安全無線証書の交付及び中間検査時の裏書きその他の

事務処理は、船級協会が行います。 

なお、施行日前に管海官庁から交付を受けた貨物船安全無線証書は有効期間が満了する

までの間、効力を有します。 

 

（３）国際液化ガスばら積み船適合証書、国際液体化学薬品ばら積船適合証書及び国際満載喫

水線免除証書 

国際液化ガスばら積み船適合証書、国際液体化学薬品ばら積船適合証書又は国際満載喫

水線免除証書の交付を受けている場合、中間検査時の裏書きは従来とおり管海官庁で行い
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ます。 

 

 

２．定期検査受検時の従前証書の効力延長措置関連 

 

船舶安全法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律及び国際航海船舶及び国際港

湾施設の保安の確保等に関する法律の各法により交付された証書（国内証書・条約証書）

の有効期間延長の特例措置を受ける場合の条件及び手続きは次のとおりです。 

 

（１）条件 

次の条件の全てに該当し、船級協会による更新検査合格後速やかに新証書の交付を受ける

ことが困難な場合、本措置の適用を受けることができます。 

① 国際航海に従事する船級船であること 

② 証書の有効期間満了までに船級協会による更新検査に合格していること。 

③ 本措置以外に、証書の延長措置を受けていないこと 

④) 有効期間満了前に受けた船級協会による更新検査の結果、証書の記載事項に変更がな

いこと 

 

（２）手続き 

本措置の適用を受けようとする場合の手続きは次のとおりです。 

① 管海官庁に対する手続き 

船級協会による更新検査が終了するまでに受検地を管轄する管海官庁に対し、次の

書類を提出して下さい。なお、事由届の受理証明を希望される場合、管海官庁において

事由届に奥書処理をします。 

・新証書の交付申請書 

・本措置の適用に係る事由届（別添１参照） 

・証書の写し 

・（更新検査終了後）船級協会が発行する検査報告書 

 

② 船級協会に対する手続き 

管海官庁に対して手続きを行った場合、船級協会に対しても本措置の適用を希望す

る旨を通知するとともに、条約証書及び（受有している場合は）危険物運送船適合証

英訳書を提出して下さい。 

船級協会は、各条約証書裏面の該当欄に効力延長措置が適用されている旨裏書処理し

ます。 

 

③ 管海官庁による新証書の交付 

管海官庁は、新証書の交付準備が整い次第、新証書を交付します。 

なお、新証書交付に関する希望（交付時期、受領方法他）がある場合、①の手続き

の際にお申し出下さい。 

 



【別添１】 

船舶検査証書等・海洋汚染等防止証書等・船舶保安証書の延長に係る事由届※1 

 

平成  年  月  日 

 （受検地を管轄する管海官庁名を記載） 殿 

氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては 

その代表者の氏名 印 

 

汽船           （IMO番号      ）について、下記のとおり、定期検査終了時、

新たな証書類の交付を受けることが困難なため、関連書類を添えて本書を提出します。 

 

記 

 

１. 船舶所有者の氏名又は名称及び住所 

２． 根拠法令※1 

・船舶安全法施行規則：第 46 条の 3 第 1 項 

・海上における人命の安全のための国際条約による証書に関する省令：第 5 条の 2 第 1 項 

・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の規定に基づく船舶の設備等の検査等に関する

規則：第 21 条の 2 第 1 項及び第 28 条の 2 第 1 項 

・国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律施行規則：第 29 条の 2 第 1 項 

３. 登録船級協会名（入級している船級協会名を記載） 

４.  受検場所（外国で受検した場合は：国名、国内で受検した場合：造船所名又は港名を記載） 

５.  検査終了の日（更新検査の終了日を記載） 

６. 事由※1 

・外国において船級協会の更新検査を受検したため。 

・受検地が管海官庁から遠隔地であるため。 

・船級協会による更新検査終了が閉庁日にあたるため。 

７.  受理証明の交付希望  有り・無し※1 

※１ 不要な文字を抹消すること。 

――――――――――――――――――――管海官庁使用欄―――――――――――――――― 

関係法令の規定により、汽船        （IMO 番号        ）の証書の効力が 

   年  月  日まで延長されることを確認しました。 

なお、各証書とも、延長された有効期間が満了するまでに新たな証書の交付を受けるようご注意

下さい。 

                年  月  日    

 

The Japanese Government have confirmed that, M/V          （IMO No.     ）Certificates 

were extended in accordance with Japanese laws and regulations ,be accepted as valid until          

 . 

 

Place :  

Date  : 

COUNTERSIGNED:                   

Principal Ship Inspector 

 

※受領証明を要しない場合「管海官庁使用欄」の記載は不要



【別紙】 

 

 

 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 理事長代理  原 喜信 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会 専務理事 篠原 孝雄 

一般社団法人 日本船主協会 理事長 中本 光夫 

社団法人 日本外航客船協会 常務理事 安田 憲一 

日本内航海運組合総連合会 理事長 影山 幹雄  

社団法人 日本港湾タグ事業協会 専務理事 河原 健 

社団法人 日本作業船協会 会長 武井 俊文 

社団法人 大日本水産会 専務理事 重 義行  

社団法人 海洋水産システム協会 会長 藤田 純一 

一般社団法人 日本造船工業会 専務理事 木内 大助 

社団法人 日本中小型造船工業会 専務理事 井上 四郎 

社団法人 日本舶用工業会 専務理事 北村 正一 

社団法人 日本船舶電装協会 専務理事 松村 純一  

社団法人 日本船舶品質管理協会 専務理事 斉藤 弘   

水洋会 事務局長 中村 勝英 

社団法人 日本海事代理士会 会長 松居 紀男 

日本小型船舶検査機構 理事長 伊藤 茂 
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